
 

改正後 改正前 

別  紙 

 

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金交付要綱 

 

第１（略） 

 

第２ 社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金 

１（略） 

（定義） 

２ 第２において「社会福祉施設等」とは、次の表の区分

ごとに掲げる大分類、中分類及び小分類の施設をいう。 

（１）（項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等 

災害復旧費補助金関係 

区  分 大 分 類 中 分 類 小 分 類 

①～⑩（略） （略） （略） （略） 

⑪ 生活保護法

第30条に基づく

日常生活支援住

居施設 

日常生活支援住

居施設 

  

⑫ 上記以外の施

設あって、当

該施設につい

て国が当該施

設の設置及び

運営について

の基準を定め

ており、かつ

、厚生労働大

臣が特に整備

の必要を認め

るもの 

（略） 

 

  

（２）（略） 

 （３）（略） 

別  紙 

 

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金交付要綱 

 

第１（略） 

 

第２ 社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金 

１（略） 

（定義） 

２ 第２において「社会福祉施設等」とは、次の表の区分

ごとに掲げる大分類、中分類及び小分類の施設をいう。 

（１）（項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等災

害復旧費補助金関係 

区  分 大 分 類 中 分 類 小 分 類 

①～⑩（略） （略） （略） （略） 

（新規） 

 

 

 

（新規）   

⑪ 上記以外の施

設あって、当

該施設につい

て国が当該施

設の設置及び

運営について

の基準を定め

ており、かつ

、厚生労働大

臣が特に整備

の必要を認め

るもの 

（略） 

 

  

（２）（略） 

 （３）（略） 

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金交付要綱 新旧対照表 

新旧対照表 
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（交付の対象） 

３ 災害復旧費補助金は、直接補助事業の場合において 

は、次の事業を交付の対象とする。 

次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄

に定める設置根拠等により③欄に定める設置者が

設置する施設に係る施設整備事業。 

（１）（項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等 

災害復旧費補助金関係 

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置者 ④国庫補助率 

(1)～(7)（略）  

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

(8)日常生活支援

住居施設 

生活保護法第30

条 

 

都道府県又は指

定都市若しくは

中核市 

 

１／２ 

 

(9)その他施設 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（２）（略） 

(３）（略） 

 

 

４ 災害復旧費補助金は、間接補助事業の場合において

は、次の事業を交付の対象とする。 

次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定

める設置根拠等により③欄に定める設置者が設置す

る施設に係る施設整備事業に対し、④欄に定める補助

根拠等により⑤欄に定める補助者が行う補助。    

ア（項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等 

災害復旧費補助金関係 

（交付の対象） 

３ 災害復旧費補助金は、直接補助事業の場合において 

は、次の事業を交付の対象とする。 

次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に

定める設置根拠等により③欄に定める設置者が設

置する施設に係る施設整備事業。 

（１）（項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等 

災害復旧費補助金関係 

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置者 ④国庫補助率 

(1)～(7)(略)  

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（新規） （新規） 

 

（新規） 

 

（新規） 

 

(8)その他施設 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（２）（略） 

（３）（略） 

 
 

４ 災害復旧費補助金は、間接補助事業の場合において

は、次の事業を交付の対象とする。 

次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定

める設置根拠等により③欄に定める設置者が設置する

施設に係る施設整備事業に対し、④欄に定める補助根

拠等により⑤欄に定める補助者が行う補助。    

ア（項）社会福祉施設整備費（目）社会福祉施設等 

災害復旧費補助金関係 
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① 施 設

の種類 

② 設 置

根拠等 

③ 設 置

者 

④ 補 助

根拠等 

⑤ 補 助

者 

⑥補助

率 

⑦国庫

補助率 

(1)～(7)

（略） 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

(8) 日 常

生活支援

住居施設 

生活保護

法第30条 

社会福祉

法人等 

予算措置 都道府県

又は指定

都市若し

くは中核

市 

３／４ ２／３ 

(9) そ の

他施設 

 （略） （略） （略） （略） （略） 

イ（略） 

ウ（略） 

 

５（略） 

 

（交付額の算定方法） 

６ 災害復旧費補助金の交付額は、次により算出する。 

なお、事業ごとに算出された交付額に 1,000 円未満

の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとす

る。 

（１）（略） 

（２）（略） 

（国の財政上の特別措置） 

（３）次の表の①欄に定める区分ごとに②欄に定め

る対象施設の種類に掲げる場合には、次のとお

りとする。 

① 施 設

の種類 

② 設 置

根拠等 

③ 設 置

者 

④ 補 助

根拠等 

⑤ 補 助

者 

⑥補助

率 

⑦国庫

補助率 

(1)～(7)

（略） 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（新規） （新規） （新規） （新規） （新規） （新規） （新規） 

(8) そ の

他施設 

 （略） （略） （略） （略） （略） 

イ（略） 

ウ（略） 

 

５（略） 

 

（交付額の算定方法） 

６ 災害復旧費補助金の交付額は、次により算出する。 

なお、事業ごとに算出された交付額に 1,000 円未満

の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとす

る。 

（１）（略） 

（２）（略） 

（国の財政上の特別措置） 

（３）次の表の①欄に定める区分ごとに②欄に定め 

る対象施設の種類に掲げる場合には、次のとお

りとする。 
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（１）のウ中「３の表の④欄に定める国庫補助率」と

あるのは「（３）の表の③欄に定める国庫補助率」と

し、（２）のウ中「４の表の⑥欄に定める補助率」とあ

るのは「（３）の表の④欄に定める県補助率」と、「４

の表の⑦欄に定める国庫補助率」とあるのは「（３）の

表の⑤欄に定める国庫補助率」と読み替えて適用する。 

 

 

区     分 

 

 

① 

 

対 象 施 設 

 

の 種 類     

 

① 

直 接 補

助 の 事

業 の 場

合 

 

間接補助事業の場

合 

国 庫 補

助率 

 

③ 

県 補 助

率 

   

④ 

国庫補

助率 

   

⑤ 

ア～カ（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

キ 過疎地域の持続

的発展の支援に

関する特別措置

法（令和３年法律

第１９号）第８条

に規定する過疎

地域持続的発展

市町村計画に基

づく事業として

行う場合 

 

・保育所 

・幼保連携型認定 

こども園 

・幼稚園型認定こ 

ども園 

・小規模型保育事業 

所 

（地方公共団体が 

設置するもの） 

 

（地方公共団体以 

 

 

 

 

 

 

 

1/2 から 

5.5/10 ま

で 

 

 

 

 

 

 

 

3/4 から 

4/5 まで 

 

11/12 

 

 

 

 

 

 

 

2/3 から 

5.5/8 まで 

 

8/11 

（１）のウ中「３の表の④欄に定める国庫補助率」と

あるのは「（３）の表の③欄に定める国庫補助率」とし、

（２）のウ中「４の表の⑥欄に定める補助率」とあるの

は「（３）の表の④欄に定める県補助率」と、「４の表

の⑦欄に定める国庫補助率」とあるのは「（３）の表の

⑤欄に定める国庫補助率」と読み替えて適用する。 

 

 

区     分 

 

 

① 

 

対 象 施 設 

 

の 種 類     

 

① 

直 接 補

助 の 事

業 の 場

合 

 

間接補助事業の場

合 

国 庫 補

助率 

 

③ 

県 補 助

率 

   

④ 

国庫補

助率 

   

⑤ 

ア～カ（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） 

 

（新規

） 

 

（新規

） 

 

（新規） 
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 外の者が設置す 

るもの） 

ク 奄美群島振興開

発特別措置法（昭

和２９年法律第

１８９号）第５条

第１項に規定す

る奄美群島振興

開発計画に基づ

く事業として行

う場合 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

ケ 山村振興法（昭

和４０年法律第６

４号）第８条第１

項の規定に基づく

山村振興計画に基

づく事業として行

う場合（地方交付

税法（昭和２５年

法律第２１１号）

第１４条の規定に

より算定した市町

村の基準財政収入

額を同法第１１条

の規定により算定

した当該市町村の

基準財政需要額で

除して得た数値で

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

 

 

キ 奄美群島振興開

発特別措置法（昭

和２９年法律第

１８９号）第５条

第１項に規定す

る奄美群島振興

開発計画に基づ

く事業として行

う場合 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

ク 山村振興法（昭

和４０年法律第６

４号）第８条第１

項の規定に基づく

山村振興計画に基

づく事業として行

う場合（地方交付

税法（昭和２５年

法律第２１１号）

第１４条の規定に

より算定した市町

村の基準財政収入

額を同法第１１条

の規定により算定

した当該市町村の

基準財政需要額で

除して得た数値で

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 
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補助年度前３か年

度内の各年度に係

るものを合算した

ものの３分の１の

数値が０．４未満

である市町村の区

域内にあるものに

限る。（創設を除

く。）） 

 

 

７～１０（略） 

 

別表（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

補助年度前３か年

度内の各年度に係

るものを合算した

ものの３分の１の

数値が０．４未満

である市町村の区

域内にあるものに

限る。（創設を除

く。）） 

 

 

７～１０（略） 

 

別表（略） 
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別紙１（１）～（３）（略） 

 

 

 

 

別紙１（１）～（３） （略） 
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別紙２（１） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２（１） （略） 
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別紙３（１）～（３）、別紙３別紙① （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙３（１）～（３）、別紙３別紙① （略） 
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別紙４（１）、（２） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙４（１）、（２） （略） 
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12 

 

 

別紙７  （略） 

 

 

 

 

別紙７  （略） 
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